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株主の皆様へ

代表取締役会長兼CEO 代表取締役社長兼COO

　株主の皆様には、ますますご清栄のことと
お喜び申しあげます。平素は格別のご支援並
びにご愛顧を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、ここに当社第55期事業年度の概況に
つきましてご報告申しあげます。
　当事業年度におけるわが国経済は、各国政
府の積極的な財政出動により各国経済が回復
する中、外需主導により景気は持ち直しの傾
向を辿りましたが、企業の生産水準はなお低
く、また、新興国の低賃金との競争を余儀な
くされ賃金が抑制される状況下、設備投資、
個人消費は低迷し内需は力強さを欠いて推移
いたしました。
　流通業界におきましても、減税や補助金政
策に支えられ一部の耐久消費財業界に消費の
回復はありましたが、その他消費財業界にお
いては、雇用情勢の悪化、賃金収入の減によ
り消費者の生活防衛意識が高まるとともに、
競合間の価格競争が激化する等、厳しい経営
環境が継続いたしました。
　こうした厳しい環境下、当社は更なる競争
力の強化と生産性を向上させるべく、前事業
年度よりスタートした「第三次中期３カ年計
画」の「12の課題」に引き続き取り組むとと
もに、特に当事業年度においては気持ちの良
い接客、清潔な売り場、安心してお買い求め

いただける商品の提供等、スーパーマーケッ
トとしての「基本事項の徹底」により、総合
力で差別化を図り、お客様に信頼していただ
けるお店づくりに注力してまいりました。
　新たな取組として、昨年６月薬事法改正に
伴う医薬品の登録販売者制度の導入を受けて、
お客様の健康志向に対応するため、登録販売
者による医薬品販売を推進拡大いたしました。
　新規店舗として、４月に大谷田店（東京都）、
５月に太平寺店（大阪府）、６月に三津屋店
（大阪府）、７月に吉祥寺駅南店（東京都）、
なんば店（大阪府）、９月に下寺店（大阪府）、
出屋敷店（大阪府）の７店舗を出店いたしま
した。また、既存店舗につきましては、松戸
二十世紀ヶ丘店、東向島店、吉川駅前店、守
口寺方店、百舌鳥店、御所店の６店舗で改装
を積極的に実施する一方、２店舗を閉鎖し、
経営資産の入替えを実施いたしました。
　効率的、効果的業務遂行を支えるインフラ
の整備として、９月に基幹情報システムを
オープン系の新システムへ切替えを行い、ま
た、10月に近畿圏の物流センターを常温系、
低温系に集約新設するとともに、11月には東
京本社を都心部の台東区へ移転いたしました。
　この結果、業績につきましては、デフレや
競争激化等による販売単価の下落により、諸

施策も効果が減殺され、既存店の売上高は減
少となりましたが、新店の寄与により総売上
高は4,565億22百万円（前期比1.2％増）と若干
の増加となりました。一方利益面につきまし
ては、既存店の売上高減少に加え競争激化に
より粗利益率も圧迫され営業利益は86億76
百万円（前期比24.1％減）、経常利益は84億38
百万円（前期比23.7％減）となりました。特
別損失としては減損損失や閉鎖店舗損失など
12億33百万円（前期比15.4％減）を計上しま
した。以上により、当期純利益は40億62百万
円（前期比25.5％減）となりました。
　部門別売上高は、生鮮食品部門が1,769億42
百万円（前期比0.8％増）、一般食品部門1,959
億35百万円（前期比3.3％増）、生活関連用品
部門430億７百万円（前期比2.3％増）、衣料品
部門297億31百万円（前期比8.6％減）となり
ました。
　今後の経済見通しにつきましては、世界経
済は各国政府協調による財政出動や、いち早
く回復した中国を中心とする新興国経済の高
成長に支えられ持ち直し傾向にありますが、
先進国の回復は軌道に乗ったとは言えず、海
外経済の下振れ懸念や、デフレの影響などに
より、わが国の景気については下押しのリス
クが存在しています。また、中長期的にはエ
ネルギー・食料資源供給の不安定、公的負担
増、少子高齢化、人口減少など、厳しい環境
が続き、景気回復への過度の期待は持てない
状況にあると思われます。
　流通業界におきましても、消費者の生活防
衛意識による低価格志向や、小さくなりつつ
あるパイを多数のプレーヤーが奪い合う企業
間競争が激しさを増しており、全国規模での
業界再編・淘汰が更に進むものと予測されま
す。
　当社では、このような厳しさを増す経営環
境下、前事業年度よりスタートした「第三次
中期３カ年計画」における「12の課題」の改
革・改善に軸をぶらすことなく引き続き取り
組み、競争力の強化と生産性の向上に努め、
これを体質化すべく推進してまいります。
　当事業年度に東京本社を都心の台東区に移
転し、都心部における新店の開設や新規採用
を積極的に推進するとともにお取引先様との
商談の活性化、さらに試作調理室の設置、活
用により商品力の向上に努めてまいります。
　店舗展開のその他重点施策として、既存店
舗の改装を積極的に行う一方、首都圏・近畿
圏のドミナントを更に強固なものにすべく、
他業種との複合展開も視野に入れ競争力のあ
るより良質な出店を継続し、慎重かつ果敢に

成長戦略を進めてまいります。
　店舗競争力の強化として、本社各組織の店
舗にかかわる業務、役割を明確化するととも
に、店舗業務をサポートする組織を新たに立
ち上げ、店舗と本部が一体となりお客様に密
着したより魅力的な売り場作りに努めるほか、
生産性の向上を目指し、引き続き業務改革活
動を推進してまいります。
　また、これら営業強化施策を推進するイン
フラの整備の一環として物流システムの再構
築、さらに基幹情報システムの刷新を推進い
たしております。物流システムにつきまして
は、当事業年度に近畿圏において常温及び低
温の新物流センターを立ち上げ、次期事業年
度にプロセスセンター（PC）の増改築を計画
しております。首都圏においては、次期事業
年度に北部地区をカバーする常温系、低温系
を集約した総合物流センターの新設及びPCの
増強改装を計画いたしております。
　情報システムにつきましては、当事業年度
に業務の効果性、効率性、迅速性を追求すべ
く基幹情報システムを周辺システムに合わせ、
オープン系の新システムへの切替えを完了い
たしました。次期事業年度に本システムを駆
使し本社業務の刷新を図る一方、店舗業務効
率化のため、自動発注システム、原料換算シ
ステム等の導入を計画いたしております。
　また、「第三次中期３カ年計画」の最重要
課題と位置づけております人事の改革につき
ましては、「働きがいのある会社」の実現に
向け、「人材の確保・育成・評価・活用」の
改善に取り組み、当事業年度に改革の根幹と
なる新評価制度を導入いたしました。次期事
業年度におきましては、これの正確な運用の
ため被評価者に限らず、評価者の教育を行う
等制度の定着と有効活用に努めてまいります。
　内部統制につきましては、組織・権限・職
務分掌・意思決定システムなどを効果的・効
率的運営の観点から定期的に点検を行う「内
部統制システム統括委員会」とコンプライア
ンスを含めリスクを総合的に把握・管理する
「総合リスク管理委員会」を中心に引き続き
内部統制の充実に努めております。
　以上により、より筋肉質な企業体質を作り
上げ、し烈な生存競争を勝ち抜いていく所存
であります。
　今後とも株主の皆様には変わらぬご支援、
ご指導を賜りますよう謹んでお願い申しあげ
ます。

　　平成22年５月
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新規出店及び既存店舗の改装

　当期は、4月に大谷田店、5月に太平寺店、6月に三津屋店、7月に吉祥寺駅南店、なん
ば店、9月に下寺店、出屋敷店を新規出店いたしました。
　また、松戸二十世紀ヶ丘店、東向島店、吉川駅前店、守口寺方店、百舌鳥店、御所店な
ど既存店舗の改装を積極的に実施し、お客様の利便性向上に努めました。

下寺店　大阪市浪速区
（平成21年9月　開店）

吉川駅前店　埼玉県吉川市
（平成21年8月　改装）

出屋敷店　大阪府枚方市
（平成21年9月　開店）

御所店　奈良県御所市
（平成21年8月　改装）

東向島店　東京都墨田区
（平成21年7月　改装）

松戸二十世紀ヶ丘店
千葉県松戸市

（平成22年2月　改装）

百舌鳥店　堺市北区
（平成21年3月　改装）

守口寺方店　大阪府守口市
（平成21年10月　改装）

 ７店舗を新規出店し、６店舗の大型改装を実施
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トピックス

テストキッチン

　平成21年11月に東京本社を都心の台東区へ移転いたしました。
　これにより、都心部における新規出店や新規採用を積極的に推進するとともにお取引先
様との商談の活性化を図り、さらには試作調理室（テストキッチン）を設置し、商品力の
向上に努めてまいります。

　競争力強化と生産性向上のため、商品・売り場・接客の「基本事項の徹底」による総合
力での差別化に取り組んでおります。
　特に、接客では、現場での動作訓練の徹底に加え、新たに設置したレジ研修室を使いビ
デオ撮影による接客の検証等を行い、気持ちの良い接客の維持・向上に努めております。

　近畿圏において常温・低温物流センターを新設する等、営業強化策のインフラ整備とし
て物流網の再構築を推進いたしました。

東京本社外観

商談ルーム

受付・入口
レジ部門朝礼で基本動作を確認 研修では自身の接客をビデオ撮影にて検証

ライフ住之江物流センター
大阪市住之江区
加工食品・生活関連用品など、近畿圏150店舗の
常温物流に対応

ライフ新天保山低温センター
大阪市港区
日配食品・水産・畜産・惣菜などの原料、農産全
般の低温物流に対応

商品部・ストア部のフロア

 東京本社を移転  基本事項の徹底

 物流センターの再構築
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決算の概要

■貸借対照表（平成22年 2 月28日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円） ■損益計算書（平成21年 3 月 1 日から平成22年 2 月28日まで）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有形固定資産）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

（無形固定資産）
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
その他の投資その他の資産

（� 45,743）
18,600
1,666
64

15,630
63

1,287
2,093
6,289
50

△� 2

（�121,582）
（� 74,692）
38,414
2,072
531
3

7,491
24,101
545
1,531

（� 3,439）
932
2,318
188

（� 43,450）
1,659
120
4,443
995
3,319
32,904

7

流 動 負 債 （� 84,007）
支 払 手 形 0
買 掛 金 43,897
短 期 借 入 金 11,305
1年内返済予定の長期借入金 10,299
リ ー ス 債 務 506
未 払 金 6,886
未 払 法 人 税 等 1,840
未 払 消 費 税 等 1,050
未 払 費 用 2,168
賞 与 引 当 金 1,969
販 売 促 進 引 当 金 1,462
そ の 他 の 流 動 負 債 2,621
固 定 負 債 （� 38,972）
長 期 借 入 金 27,710
リ ー ス 債 務 1,706
退 職 給 付 引 当 金 3,964
役員退職慰労引当金 343
再評価に係る繰延税金負債 2,453
預 り 保 証 金 2,586
そ の 他 の 固 定 負 債 207
負 債 合 計 122,980

純 資 産 の 部
株 主 資 本 （� 43,906）
資 本 金 （� 10,004）
資 本 剰 余 金 （� 12,003）
資 本 準 備 金 2,501
その他資本剰余金 9,502
利 益 剰 余 金 （� 25,241）
その他利益剰余金
別 途 積 立 金 20,320
繰越利益剰余金 4,921

自 己 株 式 （△�3,343）
評価・換算差額等 （� 439）
その他有価証券評価差額金 （� 183）
土 地 再 評 価 差 額 金 （� 255）
純 資 産 合 計 44,345

資 産 合 計 167,326 負債及び純資産合計 167,326

科 目 金 額
売 上 高 456,522
売 上 原 価 336,921

売 上 総 利 益 119,600
営 業 収 入 12,336

営 業 総 利 益 131,937
販売費及び一般管理費 123,260

営 業 利 益 8,676
営 業 外 収 益

受 取 利 息 336

受 取 配 当 金 25

雑 収 入 378 739

営 業 外 費 用

支 払 利 息 933

雑 損 失 44 977

経 常 利 益 8,438
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 101 101

特 別 損 失

減 損 損 失 840

本 社 移 転 費 用 146

店 舗 閉 鎖 損 失 110

固 定 資 産 除 却 損 90

た な 卸 資 産 評 価 損 38

そ の 他 7 1,233

税 引 前 当 期 純 利 益 7,306
法人税、住民税及び事業税 3,380

法 人 税 等 調 整 額 △ 　136 3,244

当 期 純 利 益 4,062
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決算の概要 業績の推移

■株主資本等変動計算書（平成21年 3 月 1 日から平成22年 2 月28日まで） （単位：百万円）

生鮮食品
165,799（38.7）

175,490（39.0）

一般食品
176,737（41.2）

189,765（42.0）

生活関連用品
41,002
（9.6）

衣料品
33,383
（7.8）

合計
428,503
（100.0）

42,022
（9.3）

32,537
（7.2）

451,155
（100.0）

その他 11,579（2.7）

11,338（2.5）

2,170 2,225

通期4,396

2,301 2,328

通期4,629

2,357 2,331

通期4,688

45.5 51.9

通期97.4

53.9 56.6

通期110.6

41.4 42.9

通期84.3

176,942（38.8） 195,935（42.9） 43,007
（9.4）

29,731
（6.5）

456,522
（100.0）

10,905（2.4）

上半期
下半期

上半期
下半期

●営業収益の推移

●経常利益の推移

●商品別売上高の推移

第53期
（19/3～20/2）

第54期
（20/3～21/2）

第55期
（21/3～22/2）

第53期
（19/3～20/2）

第54期
（20/3～21/2）

第55期
（21/3～22/2）

第53期
（19/3～20/2）

第54期
（20/3～21/2）

第55期
（21/3～22/2）

単位：億円　※1億円未満切り捨て

単位：億円　※1千万円未満切り捨て

単位：百万円　（　）内は構成比率％　※百万円未満切り捨て

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 20 40 60 80 100 120 140

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000
※第55期より、惣菜の売上高を一般食品から生鮮食品に区分変更を行いました。
　そのため、第53期、第54期についても遡及修正して表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰余金
平成21年 2 月28日　残高 10,004 2,501 9,502 12,003 16,320 5,888 22,208

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 4,000 △�4,000 ―

剰余金の配当 △�1,029 △�1,029

当期純利益 4,062 4,062

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 4,000 △967 3,032

平成22年 2 月28日　残高 10,004 2,501 9,502 12,003 20,320 4,921 25,241

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合　　計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等
合　　　計

平成21年 2 月28日　残高 △�3,340 40,875 △� 21 255 234 41,110

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 ― ―

剰余金の配当 △�1,029 △�1,029

当期純利益 4,062 4,062

自己株式の取得 △� 2 △� 2 △� 2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― 205 ― 205 205

事業年度中の変動額合計 △� 2 3,030 205 ― 205 3,235

平成22年 2 月28日　残高 △�3,343 43,906 183 255 439 44,345
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店舗一覧

近畿圏 （平成22年 2 月28日現在） 首都圏 （平成22年 2 月28日現在）

（注）★印の店舗は、新規出店であります。
（注）平成22年1月に志紀駅前店（大阪府）を閉鎖いたしました。
大阪府91店舗　兵庫県10店舗　京都府10店舗　奈良県5店舗

（注）★印の店舗は、新規出店であります。
（注）平成21年11月に東京本社を東京都台東区に移転いたしました。
（注）平成21年10月に我孫子店（千葉県）を閉鎖いたしました。
東京都53店舗　埼玉県14店舗　千葉県9店舗　神奈川県16店舗

宝ヶ池店

壬生店西京極店

西七条店

寺
田
店

住
吉
店
南
住
吉
店

向日店

正雀店

江口店

毛馬店
本庄店

都島高倉店

桃山台店

箕面店

西緑丘店

豊中店

岡町店

西
代
店

神
戸
駅
前
店

甲子園店

御影店

福崎店

豊津店

豊里店

高槻城西店
深沢店

牧野店
男山店

出屋敷店
寝屋川店

守口寺方店 門真店

茨田大宮店

横堤店

高井田店
学園前店

大和高田店

三郷店

国分店

新石切店菱江店

玉串店

友井店

生野林寺店

長居店

なかもず店

初芝店

福田店
庭代台店
城山台店

北野田店

滝谷店

大仙店

忠岡店 福泉店

深井店

志紀店
平野
西脇店

四天王寺店

下寺店

八尾竹渕店

喜連瓜破店

天美店

恵我之荘店伊賀店

靱店

歌島店

西大橋店 新深江店

関目店

太秦店

伏見深草店

新森店

御所店 大淀店

杭全店

泉尾店

南津守店

御崎店

新北島店

高石店

和泉大宮店

市岡店
大国町店

天神橋店

八尾店

深江橋店

服部店

三国橋店
庄内店

尼崎大西店

武庫川店

野田店

浜甲子園店

出来島店

此花伝法店

西九条店

今津駅前店

茨木小川店

吹田泉町店

新大阪店 崇禅寺店

香里園店
寝屋川黒原店

大阪本社大阪本社

梅津店

京都

JR京都線
阪急京都線

京阪本線

JR学研都市線

JR大和路線

近鉄南大阪線

近鉄けいはんな線

近鉄線

梅田

南海線

南海高野線

南海本線

JR阪和線

地下鉄御堂筋線

阪急宝塚線JR宝塚線

阪急神戸線

JR東海道本線

阪神本線

Ｊ
Ｒ
奈
良
線

近
鉄
京
都
線

環
状
線

奈
良

塚本店

今
里
店

百舌鳥店

十
三
東
店

御殿山店
長
田
店

三津屋店

なんば店
太平寺店

巽店

大船店 大口店

鎌倉大船モール店

相模原モール店

川崎桜本店

川崎御幸店

大森南店

川崎宮内店

希望が丘店

つつじヶ丘店
調布仙川店

宿河原店

中野駅前店

渋谷東店

船堀店

稲
毛
高
洲
店

宮
野
木
店

葛飾鎌倉店

木
下
店

竹の塚東店

東
尾
久
店

さいたま新都心店

浦和白幡店
指扇店

寄居店 毛呂山店

アクトピア
北赤羽店

六町駅前店

北春日部店

関宿店

吉川店
増尾店

松
戸
二
十
世
紀
ヶ
丘
店

亀戸店浅草店

市
川
国
分
店

瑞
江
店

篠
崎
店

鹿骨店

深川猿江店

石神井台店

朝霞店 赤塚店

土支田店

平和台店

戸田店

東中野店 新大塚店

新
座
店

西
大
泉
店

府中中河原店

千歳烏山店

中野新井店

笹塚店

前野町店

千川
駅前店

北赤羽店

東向島店

南台店

幡ケ谷店

経堂店

中目黒店

佐倉店

三郷高州店
舎人店

江北駅前店

北越谷店

宮代店

水元店

大崎百反通店

武蔵小山店

京浜蒲田店

鶴見店

東京本社

東京

山
手
線

Ｊ
Ｒ
高
崎
　
線・東
北
本
線

東
武
伊
勢
崎
線

Ｊ
Ｒ
常
磐
線

新宿

東西線

総武線

武蔵野線

JR川越線

JR東海道本線

東急東横線

京王線

JR中央本線

東武東上線

都営三田線

高津新作店
川崎京町店

大泉学園駅前店
石神井公園店

板橋店

仲宿店

志村坂下店

吉川駅前店

扇大橋
駅前店

大森中店

相模原
若松店

馬
橋
店

竹
の
塚
店
西
新
井
店

相模原駅ビル店

東有馬店

向ヶ丘遊園店

吉祥寺駅南店

本店

大谷田店
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株式情報

役員一覧

会社概要

単元未満株式の買取請求のご案内

北海道
49,086株（0.09）
20名

東北
40,481株（0.08）
43名

関東
37,350,475株
（69.88）
1,054名

中部
748,127株（1.40）
239名

近畿
14,530,305株（27.18）
1,075名中国

190,450株（0.36）
87名

四国
100,282株（0.19）
65名

九州
60,240株
（0.11）
69名

〈地域別分布状況〉
（　）内は構成比率％
●合計
　　53,450,800株（100.00）
　　2,692名
●外国
　　381,354株（0.71）
　　40名

（注）※は、代表取締役であります。

（平成22年 2 月28日現在）

（平成22年 2 月28日現在）

（平成22年 2 月28日現在）
〈所有者別分布状況〉

本　　店
〒103-0023
東京都中央区日本橋本町二丁目 6番 3号
電話（03）3661−4001（代）

大阪本社
〒533-8558
大阪市東淀川区東中島一丁目19番 4 号
電話（06）6815−2630（代）

東京本社
〒110-0016
東京都台東区台東一丁目 2番16号
電話（03）5807−5111（代）

株式の状況

発 行 可 能 株 式 総 数 120,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 53,450,800株

株 主 数 2,692名

大　株　主

清 信 興 産 株 式 会 社 10,764,000株

三 菱 商 事 株 式 会 社 10,437,000株

財団法人ライフスポーツ振興財団 3,229,200株

住友信託銀行株式会社 2,264,000株

ラ イ フ 共 栄 会 2,216,012株

農 林 中 央 金 庫 2,100,276株

株式会社三井住友銀行 1,780,000株

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,500,000株

株式会社みずほコーポレート銀行 1,435,000株

株 式 会社りそな銀行 1,035,000株

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,035,000株

所有者 株主数
（名）

株式数
（株）

構成比率
（％）

金 融 機 関 38 14,984,926 28.03

証 券 会 社 22 26,990 0.05

そ の 他 の
国 内 法 人 422 32,917,721 61.58

外 国 法 人 等 42 388,054 0.73

個人・その他 2,167 3,151,036 5.90 

自 己 株 式 1 1,982,073 3.71

合 計 2,692 53,450,800 100.00

※取締役会長兼CEO 清 水 信 次
※取締役社長兼COO 岩 崎 高 治
取締役副社長 下 吉 博 孝
常務取締役 丸 田 国 生
常務取締役 高 橋 典 久
常務取締役 並 木 利 昭
取締役相談役 大 山 綱 明
取 締 役 染 谷 敏 夫
取 締 役 倉 田 𠮷 巳

取 締 役 ⻆ 　 董 雄
取 締 役 福 田 雅 則
取 締 役 久 保 光 弘
取 締 役 小 永 美 昭
監査役（常勤） 西 川 　 昇
監 査 役 浜 平 純 一
監 査 役 真 木 光 夫
監 査 役 佐々木　啓　佑

本店及び各本社

商 号 株式会社ライフコーポレーション
LIFE　CORPORATION

創 業 明治43年

設 立 昭和31年10月24日

資 本 金 10,004,000,000円

従業員の状況 人数　5,191名
平均年令　37.6才
平均勤続年数　12.3年

店 舗 数 208店舗
近 畿 圏 116店舗

大阪府91店舗
兵庫県10店舗
京都府10店舗
奈良県 5店舗

首 都 圏   92店舗
東京都53店舗
埼玉県14店舗
千葉県 9店舗
神奈川県16店舗

　単元未満株式の買取請求とは、 1単元（100株）未満の当社株式を、株主様が当社に対して時
価で売却することができる制度です。

　 1単元（100株）未満の株式は証券取引市場で売買していただくことができません。
　
　単元未満株式の買取りに関するお手続き
（ 1）証券会社に口座を開設されている株主様

口座を開設していただいているお取引先の証券会社にお問い合わせください。

（ 2）証券会社に口座を開設されていない株主様
証券会社の口座に記録をしていない単元未満株式は、当社が住友信託銀行株式会社に開
設をした特別口座に記録されておりますので、下記の照会先にお問い合わせください。

郵便物送付先 〒183−8701
及びお問い合わせ先 東京都府中市日鋼町 1番10

住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL0120−176−417

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/
retail/service/daiko/index.html
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株主メモ

事 業 年 度 毎年 3月 1日から翌年 2月末日まで
定 時 株 主 総 会  5 月
基 準 日 定時株主総会　 2月末日

期末配当金　　 2月末日
中間配当金　　 8月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照会は、
口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていな
い株主様は、下記の電話照会先にご連絡ください。

株主名簿管理人及び 大阪市中央区北浜四丁目 5番33号
特別口座の口座管理機関 住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人 大阪市中央区北浜四丁目 5番33号
事 務 取 扱 場 所 住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒183−8701
東京都府中市日鋼町 1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電 話 照 会 先） 0120−176−417
（インターネットホーム
ペ ー ジ Ｕ Ｒ Ｌ ）

http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/ 
index.html

公 告 方 法 電子公告により、当社ホームページに掲載いたします。
ただし、電子公告を行うことができない事故その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して
公告いたします。
公告掲載アドレス
http://www.lifecorp.jp/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　市場第 1部
大阪証券取引所　市場第 1部

単 元 株 式 数 100株

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかっ
た株主様には、株主名簿管理人である上記の住友信託銀行株式会社に口座（特
別口座といいます。）を開設いたしております。特別口座についてのご照会及び
住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。


